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第 ３ 次

２７年　　７５，８９７人

指定団体
等の状況

総給料月額

うち消防関係職

うち技能労務職

法適用
の有無

137,781

82,917

330,166

単 年 度 収 支

D

304,397

36,339

分類不能就業

C

歳 入 歳 出 差 引 額

　　　　　A - B

実 質 収 支

0

△ 52,704 15

1

0

G

加入世帯数（29.3.31時点）

Ｈ２８．１０．１
113,988

再差引収支額

Ｈ２８．１０．１

14.31

13.26

5,304 75,897

77,548

被保険者数（29.3.31時点）

873,555

1,449,511

Ⅱ－７

い ず み お お つ し

94

0.3 25.5

17,530

10,835

10,640

74.1

区 分

１人当り平均
給料報酬月額

市 町 村 類 型
本年度交付税
種 地 区 分

0.3

7,884

7,744

普 通 会 計 か ら の 繰 入 額

病院事業管理者

947,734

平 成 ２ ８ 年 度
決 算 状 況 泉 大 津 市

区 分

コード番号
ふ り が な

F

J

H

産 業 構 造

２ ７ ２ ０ ６ ０

人 口 面 積

29.1.1  ７５，５７７人

都道府
県　名

大阪府

 人口密度

市 町 村 名

人 口 集 中
地 区 人 口

就

業

人

口

教 育 長

議 会 議 長

区 分

Ｈ２８．１０．１

　　　　特　 別 　職 　等　（　）内は定数

千円

74.2

第 ２ 次

指 数 等

22,582

22,790

25.6

90　22年
　国調
33,514人

増加率　　　　△２．１％

国

調

4

29,094,160

8

9

住

基

0

5,848

翌 年 度 へ 繰 り

第 １ 次

　27年
　国調
33,141人

２２年　　７７，５４８人

S35.10.1以降の合併状況

E　　　　　C - D

平成２７年度

28.1.1  ７５，９１０人

経常一般財源等比率

7

区 分

歳 出 総 額 B2

1 A歳 入 総 額

6

越 す べ き 財 源

△ 66,137

310,261

病 院 事 業 有 △ 437,133

後 期 高 齢 者 医 療

62,000

29,214

繰 上 償 還 金

947,734

5,898

3

実質単年度収支

　職員数

I

積 立 金 642,126

5

区 分

F + G + H - I

0

395

積立金とりくずし額

85

教 育 公 務 員

700,000

10

一 般 職 員

△ 276,494

無

国民健康保険事業

無

無

無

駐 車 場 事 業

下 水 道 事 業

臨 時 職 員

実質赤字比率

700,000

副 市 長

580,000

610,000

19

309,57135

0

事務の共同
処理の状況

Ｈ２７．５．１

将来負担比率

老 人 福 祉

ご み 処 理

し 尿 処 理

火 葬 場

墓 地 管 理

水 防

下 水 道

都 市 下 水 路

上 水 道

改 定 実 施 年 月 日

3,332,568
千円

890,000

Ｈ２８．１０．１

△ 40,833

210,040

連結実質赤字比率

-

公債費比率

-

積立金現在高

263,564

102,461

基準財政収入額

790,000

近畿圏

近郊整備

0

0

169,207

市 長

％

実質公債費比率

基準財政需要額

実質収支比率

財政力指数

1.6

標準税収入額等

％

12,879,078

9,459,778

12,109,256

16,532,377

118.4

公債費負担比率

12.2

0.719

94.9

16.5

％

％

4,515,164 千円

標準財政規模

％

16.5

健
全
化
判
断
比
率

千円

千円

千円

千円

30,202,001

千円

％

％

％

2,721

2,750

平成２８年度

28,677,150

28,311,125

340,736

29,434,896

366,025

Ｈ２７．５．１

純損益又は
実質収支額

0収益事業収入

0

事 業 名

地方債現在高

債務負担行為額

介 護 保 険 事 業 25,671 734,239 10

普通会計からの
繰　　入　　額

水 道 事 業

　一人当り
　給料月額

△ 124,011

公

営

事

業

の

状

況

職員数

288,577

266,906 22,687

　　一　　般　　職　　員　　等　（　）内は一般行政職

有

議会副議長

合   　　 計
550,000

Ｈ２７．５．１

8

124,823

303

15

被 保 険 者 一 人 当 り 費 用

（ 保 険 給 付 費 ）

被 保 険 者 一 人 当 り

保 険 料 調 定 額 ( 現 年 分 )

310,421

16,185

823,897

無

１世帯当たり保険料調定額

( 現 年 分 )

国

保

会

計

の

状

況

700,000
430 290,286

△ 740,195

議 会 議 員

A A B

円

人

％ ％ ％

％ ％ ％

人 人

人 人 人
人 人

B

Km2

千円

世帯

円

種地

人

ア イ

イ ア

（15人）

（179)  人 (307,749) 円 (55,087) 千円

27

22

-

×

人

千円 千円 人

給与

実調

千円

人

円

円

円



決 算 額
　　の
構成比

経常収
支比率

11,416,192 66.5 20.0

196,975 1.3 12.0

13,486 0.1 15.3

49,166 0.3 18.4

28,967 0.2 15.9

1,338,524 8.5 2.5

50,142 0.3 0.0

49,456 0.3 53.7

3,718,317 21.7 13.8

16,861,225 99.2 0.7

13,901 0.1 10.1

54,980 0.0

380,684 0.6 0.0

133,781 0.0 18.9

5,171,027 0.0

2,301,962 0.0

274,941 0.1

142,448 0.0

411,417 0.0 補 助

340,736 0.0 単 独

395,032 0.0 受 託

2,195,016 0.0 府 営

28,677,150 100.0

決 算 額

個 人 分 3,709,793

法 人 分 809,116

5,203,589

103,337

612,196

0

978,161

978,161

11,416,192

⑨ ④

⑧ ③

⑦ ②

標準税 率に ⑥ ①

対する 比率 ⑤

1.0

特記

※　構成比は、各区分の決算額を合計で除して100を乗じた数値の小数点第１位未満を四捨五入しており、端数処理の関係で計と一致しないことがある。

※2　「東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施策に必要な財源の確保に係る地方税の臨時特例に関する法律」

（平成23年法律第118号）の制定に伴い、平成26年度から平成35年度までの10年間に限り、市民税の均等割額3,000円に500円が加算

均等割
3,500 円
(※2)

所得割

0

0

合 計

0.0

100.0

0

現年課税分

97.399.0

33.4

53.6

43.7

96.6

99.0

272,054

1,898,834

5,683,505

2,372,942

57,841

2,367,660

39,331

24,182

0.0

0.2

12.6

2.9

10.9

0

3,080,985

693,331

1,785,824

1.0

8.3

43.0

9.5

0.0

12,160,021

2,681,079

3,180,938 11.2

3,577,730

0.1

0.2

Ⅱ－３

地 方 税

都市計画税

泉 大 津 市市 町 村 名 類 型

災害復旧費

うち職員給

市 民 税

合 計

徴
収
率
％

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割
交 付 金

自動車取得税交付金

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

特別土地保有税

2,361,215

0

3,095,465

41,646

55,370

0

62,421目 的 税

0.0

区 分
対前年度
増 減 率

市民
税一

15,695,107

0.0

1.1

19.4

構成比

272,054

固定資産税

区 分

823,186

28,311,125

滞 納 繰 越

18,276,489

98.9

97.7

合 計

937

歳 入 性 質 別 歳 出

人 件 費

扶 助 費

構成比

416,430 416,430

一 借 利 子

区 分 決 算 額

3,913,271

4.7

49,166

2,387,743

8,208,721

3,095,465

2,668,808

425,720長期債利子

利 子 割 交 付 金

小 計

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

地 方 交 付 税

1,338,524

0.2

0.1

0.2

13.0

地方消費税交付金

区 分

地 方 譲 与 税

8.0

28,967

公 債 費

元金償還金

196,975

58.8

0.0

地方特例交付金

手 数 料

国 庫 支 出 金

府 支 出 金

1.3

0.5

1.2繰 越 金

8.6

△ 3.0

45.6

5.4

0.2

7.7

1.4

18.0

0

△ 8.3

8.6

32.5

7.1

市 町 村 税

100.0

0

0

0

39.8

財 産 収 入

寄 付 金

繰 入 金

分 担 金 及 び
負 担 金

0.2

0.7

0.0

0.5

1.4

経 常 一 般
財 源

3,610,060

13,901

0

91,542

10,438,031

50,142

基準
税額

0

13,486

12.1/100

60,000円

0

106,244

使 用 料

1.0

0.9

地 方 債

合 計

諸 収 入

192,000 円

市
民
税

1.4/100

合 計

固定資産税

3,600,000 円

2,100,000 円

個
人
分

480,000 円

法
人
分

税割

市
民
税

均
等
割

1.1

100.0 0.9

適 用 税 率 の 状 況

144,000円492,000 円

2.9

0

156,000円

9,703,805

620,641

0

1.3

151,641

2,257,054

0

180,000円

151,641

前年繰上充用

超 過 課 税 分
収 入 済 額

0

759,432

4,607,428

12,242

15,573,452

出資金貸付金

維 持 補 修 費

0

3,970

投 資 的 経 費

小 計

物 件 費

49,456

3,408,705

補 助 費 等

0

0

普通建設事業費

繰 出 金

積 立 金

0.0

9.8

28,311,125合 計

2,770,665

0

2,770,665

1.7

内
訳

487,298

4,277,422

0

0.0

53.7

10.1

0.4

8.0

15,217,457

2,861,557

115,649

810,321

0.0

15.1

0.0

労 働 費

50,466

100.0

6.2

1.7

1,000

目 的 別 歳 出

一 般 財 源 等区 分 決 算 額

経 常
一 般 財 源

2,663,618

29.0

10.9

3,415,310

490,554

一 般 財 源 等構成比

13.8

8.4

農林水産業費

2,562,239

3,080,985

1.5

110,135

構成比

商 工 費

9.4

議 会 費

総 務 費

1,742,347

前年度充用金

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

土 木 費

民 生 費

衛 生 費

0.2

2,313,733

5,066

0

0

752,287

2.9

2,040,404

3,346,799

2,003,354

2,560,697

3,080,985

2,663,618

937

2,003,354

諸 支 出 金

731,271

9.8

8,988,481

歳入一般財源総額

18,642,514

3,166,423

16,263,873

9,058,534

2,454,839

374,995

0

歳出経常一般財源

937

110,135

1,685,101

0

0

0

3,485,295

15,950

752,287

18,276,489

経常収支比率

97.3

〔減収補てん債（特例分）・
臨時財政対策債除く〕

103.6

K
K

× 100
75


